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中堅企業等支援施策について

資料7

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート




安全性・信頼性を確保したデジタルインフラの海外展開支援事業

＜「地方枠」について＞
日本の地方企業がデジタル技術の海外展開に取り
組むことは、展開先国の社会課題の解決や安全
性・信頼性を確保したデジタル空間の構築に貢献
する可能性を一段と高めるだけでなく、その地方
企業や地方企業が存在する地域経済の活性化とい
う観点からも有意義。

海外展開支援事業に「地方枠」を設け、地方企業
の取組を公募により支援。

〇 デジタル技術を活用しグローバルな社会的課題を解決するとともに、経済安全保障の確保に資するとの
観点から特に重要なシステム・サービスの海外展開について、調査事業・実証事業等の支援を実施。

〇 ①案件発掘（規制/ニーズの事前調査等）、②案件提案（官民ミッション・デモンストレーション）、③案件
形成（整備計画策定・モデル事業実施等）といった展開ステージにあわせ、日本企業のニーズ調査・実証
事業等を支援することにより、経済安全保障に資するデジタルインフラ・製品の海外展開を促進。

令和６年度補正予算額 6,300百万円、令和７年度予算額 50百万円

（事業主体） 民間企業（通信事業者、ベンダー等）
（事業スキーム） 実証事業（請負）、調査研究（請負）
（計画年度）       令和５年度～

施策の目的 海外展開フロー

海外展開
支援

（オープンRAN
実証実験を実施）

供給・構築能力確保
（案件形成へつなげ、

我が国の５G供給能力を確保）

安全性・信頼性確保
（５Gサプライヤの多様化確保）

・経済成長
・経済安全保障
を一体的に推進

（例）オープンRANの海外展開
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 令和６年度の「地方枠」について公募を実施、23件を採択（九州総合通信局管内から８件を採択）。
事業者名 所在地 展開先国 取組概要

株式会社岩根研究所 北海道札幌市 東南アジア 地図管理システム（三次元映像地図管理）
株式会社キシブル 北海道札幌市 東南アジア Eラーニングシステム（VR医療研修）
株式会社サンクレエ 北海道札幌市 東南アジア みまもりシステム（高齢者モニタリング）

Blue Planet Sensing株式会社 北海道岩見沢市 東南アジア 小型衛星共有ネットワークシステム（衛星画像撮影）

ヤグチ電子工業株式会社 宮城県石巻市 中央アジア・欧州 遠隔医療（弱視治療）
アルム株式会社 石川県金沢市 北米 加工プログラム自動生成AI・産業機械用IoTセキュリティセンサー

株式会社日本AI コンサルティング 大阪府吹田市 北東アジア・アフリカ PC操作ログ分析AIシステム（企業評価）

東亜ソフトウェア株式会社 鳥取県米子市 南西アジア スマート農業（生産管理）

株式会社インターフェース 広島県広島市 北米・欧州 産業用コンピュータ

平和情報システム株式会社 広島県広島市 東南アジア・南西アジア 防災システム（水位監視）

ニタコンサルタント株式会社 徳島県徳島市 東南アジア 防災システム（水位監視）

有限会社電マーク 香川県高松市 南西アジア 鶏雌雄判定AIシステム

株式会社モーリス 香川県観音寺市 東南アジア みまもりシステム（高齢者・障害者モニタリング）

一般社団法人DREAMS利活用研究センター 高知県香南市 東南アジア 防災システム（オンライン防災訓練）

株式会社TRIART 福岡県飯塚市 北米・東南アジア 検図・補正AIシステム（画像比較）

株式会社ローカルメディアラボ 佐賀県佐賀市 アフリカ デジタルアーカイブ構築・管理・検索システム（図書館管理）

オーシャンソリューションテクノロジー株式会社 長崎県佐世保市 太平洋島嶼国 船舶モニタリングシステム（操業記録・救難通報）

株式会社エイビス 大分県大分市 東南アジア みまもりシステム（高齢者モニタリング）

柳井電機工業株式会社 大分県大分市 南西アジア 発電管理システム（太陽光発電パネル検査）

株式会社アシストユウ 宮崎県宮崎市 東南アジア 防災システム（水位・雨量・風速等監視）

株式会社教育情報サービス 宮崎県宮崎市 南西アジア Eラーニングシステム（日本語学習）

株式会社エルム 鹿児島県南さつま市 東南アジア 発電管理システム（太陽光追尾）

株式会社シンク・ネイチャー 沖縄県那覇市 欧州 環境リスクAIレポーティングシステム（生物多様性データAI分析）

令和６年度の「地方枠」 採択事業一覧
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 総務省では、「総務省海外展開行動計画2020」（令和2年4月策定）に基づき、我が国企業によるデジタル技術の
海外展開を支援する「デジタル海外展開プラットフォーム」を2021年2月25日に設立。

 関係省庁・機関（JICT,JBIC,JICA,NEXI等）に加え、関係企業等246社・団体(2025年5月時点)が参加。
 5G、データセンター、医療健康・防災・農業でのICT利活用等の海外展開において、
「情報収集」・「チームの組成」・「相手国・地域とのリレーション構築」・「案件形成」を切れ目なく支援。

 具体的な取組として下記を実施
年3回の対面会合・名刺交換会を実施し、海外展開に係るチームの組成を支援。
会員が利用可能なデータベースを設置し、世界各国（51カ国）の
デジタル技術の海外展開に関する情報や会員情報の共有、関係省庁・機関が有する支援ツールの紹介を実施。

入会はこちらまで

名刺交換会の様子

講演中の様子

デジタル海外展開プラットフォーム
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ICTスタートアップ創出のための人材発掘・支援

〇  「NICTアクセラレータ・プログラム」を通して、次世代のICT人材の発掘・育成を支援

〇 九州における「起業家甲子園・起業家万博」連携大会の開催を支援

〇 令和6年度は全国で18の連携大会が開催（九州は以下の4大会）

○令和6年度 九州地区連携大会

令和６年度の起業家甲子園・起業家万博には、九州管内から
上記の連携大会でNICT賞を受賞した４者が出場し、起業家
甲子園において九州工業大学が総務大臣賞を、起業家万博
において株式会社TriOrdが総務大臣賞を、F.MED株式会社が
NICT理事長賞を受賞。

○NICTアクセラレータ・プログラム

各地域で開催されているビジネスプラン発表会と連携し、
連携大会から有望な起業家の卵を掘り起こし、ICTメンターによる
ブラッシュアップを経て、総務省とNICTで共催する「起業家甲子園」
（学生向け）及び「起業家万博」（ICTスタートアップ向け）を開催し、
事業化を支援している。
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地域情報化アドバイザー派遣制度について
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本番同様の
データを

使用した演習

チーム内での
議論を通じた
相互理解

〇 総務省は、2017年度から、NICTにおいて、国の機関、指定法人、独立行政法人、地方公共団体及び重要インフラ事業
者等の情報システム担当者等を対象とした体験型の実践的サイバー防御演習(CYDER)を実施。
〇 受講者は、チーム単位で演習に参加。組織のネットワーク環境を模した大規模仮想LAN環境下で、実機の操作を伴って、
外部のセキュリティ事業者の支援を受けることを前提としてサイバー攻撃によるインシデントの検知から対応、報告、回復までの
一連の対処方法を体験。
〇 全都道府県において、年間100回・計3,000名規模で実施(集合コース)。2024年度は106回・4,225名が受講。
演習のイメージ
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の
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上

企業・自治体の
社内LANや端末
を再現した環境
で演習を実施

受講チームごとに
独立した演習
環境を構築

我が国唯一の情報通信に関す
る公的研究機関であるNICT
が有する最新のサイバー攻撃
情報を活用し、実際に起こりう
るサイバー攻撃事例を再現した
最新の演習シナリオを用意。
北陸StarBED技術センターの
大規模高性能サーバ群を活用

2025年度の実施予定
コース名 実施方法 レベル 受講想定者（習得内容） 受講想定組織 実施地 実施回数 実施期間

CYDER

A

集合形式

初級 システムに携わり始めた者
(事案発生時の対応の流れ) 全組織共通 ４７都道府県 ７２回 ７月～翌年１月

B-1 中級 システム管理者・運用者
(主体的な事案対応・ｾｷｭﾘﾃｨ管理)

地方公共団体 全国８地域 １０回 10月～11月
B-2 地方公共団体以外 東京・大阪・名古屋 １３回 翌年１月
C 準上級 セキュリティ専門担当者

(高度なセキュリティ技術) 全組織共通 東京・大阪 ５回 11月～翌年１月

プレCYDER オンライン
形式 - 全ての情報システム担当者

(最低限必要となる知識の習得と最新化) 全組織共通 （受講者職場等） -
1期︓５月～８月
2期︓９月～11月

3期︓11月～翌年１月

実践的サイバー防御演習（CYDER ： CYber Defense Exercise with Recurrence）

※プレCYDERは各期で別内容のコンテンツを提供予定。

専門指導員
による補助

※サイバーインシデント演習in福岡  （10月28日（火））＠JR博多シティ会議室（九州総合通信局主催、参加無料）
サイバーインシデント演習in鹿児島（12月22日（月））＠Li-Ka1920（九州総合通信局主催、参加無料）
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財務省 福岡財務支局
九州財務局
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財務省 福岡財務支局
九州財務局

中堅企業成長促進パッケージ2025（抜粋①）
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（出処）地域経済活性化支援機構作成資料
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中堅企業成長促進パッケージ2025（抜粋②）
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４月22日 財務省・金融庁公表

４月28日 金融庁公表
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（参考）４月22日 金融庁公表資料
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（参考）４月22日 財務省公表資料
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（参考）４月22日 財務省公表資料
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出入国在留管理庁の在留外国人支援策等

について

２０２５年５月２６日

福岡出入国在留管理局
17 
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１．外国人生活支援ポータルサイト（2019.4.1開設）

・外国人とその支援者の方々にとって有用な情報を提供するウェブサイト

情報の発信が日本語のHP内で行われることが多く、多言語化された情報にたどり着けない！課題

・ポータルサイト内ではパソコンやスマートフォンの設定言語に自動翻訳（109言語対応）。

対応策

人生活支援ポータルサイト」に、各省庁が公表している外国人への生活支援等の多言語情報を集約して掲載

し、日本で安心して生活するために必要な情報を発信。

・掲載情報は定期的に各省庁に照会し情報更新。

１．テーマ別ページ

• 「生活・就労（仕事）ガイドブック」
の各章に沿った１３のテーマ別
に情報を集約。

• 定期的に更新し、最新の情報を
掲載。

３．特設ページ

• マイナンバーカードの取得
方法の解説や、令和６年能
登半島地震に関する情報
など “特に伝えたい”こと
を掲載。

２．生活・就労（仕事）ガイドブック

• 「やさしい日本語」を含む１９言語
で掲載。

４．やさしい日本語関連情報

• やさしい日本語ガイドライン
や「話し言葉のポイント」など、
やさしい日本語の活用促進に
関する情報を掲載。

効果 このポータルサイトにアクセスすれば、必要かつ最新の情報を母国語で得ることができる。

「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」に基づき、出入国在留管理庁のＨＰ内の「外国

・ピクトグラムを使用するなどして情報を視覚的に分かりやすく掲載。



日本語・英語・中国語・韓国語・スペイン語・ポルトガル語・

ベトナム語・ネパール語・タイ語・インドネシア語・

ミャンマー語・クメール（カンボジア）語、フィリピン語・

モンゴル語・トルコ語・ウクライナ語・ロシア語・フランス語・

やさしい日本語

© Fukuoka Regional Immigration Services Bureau 19 

生活・就労（仕事）ガイドブックの詳細

・在留外国人の安全・安心な生活・就労のために必要な基礎的情報を掲載

生活オリエンテーション動画

日本に住む外国人が日本社会にスムーズに定着

税金制度

動画の一部

・政府横断的に作成し、外国人が日本のルールや制度の概要を網羅的に把握できるようにする

とともに、地方公共団体等外国人支援機関が必要な情報に容易にアクセスできる環境を整備。

概要 外国人が日本で安心して生活するため、生活のルールや保険制度、災害・避難情報などの基礎的な

情報をまとめ、「やさしい日本語」を含む１９言語で「外国人生活支援ポータルサイト」に掲載。

○ 出入国在留管理庁ＨＰ内の「外国人生活支援ポータルサ

イト」において、親しみやすいものとなるようイラストな

どを加え、やさしい日本語を含む1９言語で発信

発
信
方
法

対
応
言
語

▍掲載情報の例

○ 入国・在留手続、市町村への届出、マイナンバー制度
○ 仕事の探し方、労働時間・休日の情報、労災保険・社会保険
○ 出産に係る手続、育児支援、教育制度・就学援助
○ 医療、健康保険、税金・納税、交通ルール、災害時の対応

○ ゴミ出し・感染症予防など日常生活のルール など

緊急・災害

できるよう支援するために、「生活・就労（仕事）ガイド

ブック」を基に、生活オリエンテーション動画も作成。
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２．通訳支援事業

・地方公共団体の行政窓口における通訳支援

※１.２０言語対応
英語、韓国語、中国語、スペイン語、ポルトガル
語、タガログ（フィリピノ）語、ベトナム語、ネパー
ル語、インドネシア語、タイ語、カンボジア語、
ミャンマー語、モンゴル語、フランス語、シンハ
ラ語、ウルドゥー語、ベンガル語、ロシア語、ウク
ライナ語、アラビア語

※２.サービスの利用料は無料。ただし、通話料は利
用者負担。

※３.通訳の利用は、事前登録制。地方公共団体ご
とに取りまとめの上、「通訳支援事業登録票」を
提出。

※４.震度５以上の地震等、一定の大規模災害が発
生した場合、被災地及びその周辺の地方公共団
体等の公的機関を対象として、２４時間対応の
災害専用回線を開放。同回線の事前登録は不
要。

概要 外国人が、生活に関わる様々な事柄について、相談や各種申請手続などのために地方公共団体の

行政窓口を訪れた際に、双方の円滑なコミュニケーションを支援。

利用可能時間
平日8:30～1８:15

サービス利用料無料
※２

事前登録制
※３

20言語対応
※１

災害時対応
※４

通訳支援利用イメージ

相談者が目の前にいるとき
相談者が窓口以外の
場所にいるとき

地方公共団体の行政窓口等に
来所してきた場合など

地方公共団体の行政窓口等に
電話がかかってきた場合など

通訳人
行政窓口

行政窓口

通訳人

相談者

相談者

・受話器のやり取りで通訳
・スピーカーフォン等で通訳
・タブレット等を用いたビデオ通訳（※）
（※）ビデオ通訳は、令和６年１月１日現在の外国人
住民数が５,０００人未満の地方公共団体かつ「外国人
受入環境整備交付金により運営している一元的相談窓
口」のみが対象。

三者通話機能により

通訳対応
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３．ライフ・イン・ハーモニー推進月間

・毎年１月は外国人との共生に係る啓発月間

▍推進月間の周知・認知度の向上

○ ポスター・リーフレット・動画の作成
○ ＷＥＢ、ＳＮＳを活用した情報発信
○ 各種メディアを活用した情報発信
○ 公共施設等における広告展開

○ 関係機関（事業者、各種団体等）を通じた周知 など

▍推進月間中のイベント

○ 会場参加型イベント「オール・トゥギャザー・フェスティ
バル」

○ 小中学校、高等学校等への出前講座 など

概要 外国人との共生社会の実現に向けて、日本で生活する全ての人が共に社会をつくっていくことの

必要性や意義について関心と理解を深めることを目的として、毎年１月を「ライフ・イン・ハーモニー推進月間」

と定め、様々な広報・啓発活動を重点的に実施。

オール・トゥギャザー・フェスティバル

２０２５年１月の「オール・トゥギャザー・フェスティバル」は、「楽しむことから始めよう！世界とつながる交流

体験」をテーマに開催し、様々なステージ企画、多文化体験コーナー、展示コーナー等を通じて、外国人との

共生社会に対する理解を深めた。



農林水産省の支援施策

令 和 ７ 年 5 月 2 6 日
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■ 食品産業の国内生産額は約１０6兆円。国産農産物の主要な仕向け先として、食料の安定供給や地域経済の維持発展
において重要な役割を担うとともに、我が国の食生活の豊かさを支えている。

■ 九州における食料品及び飲料製造業者の出荷額は、令和３年経済センサスデータでは約４兆円（全国の11%の割合）
となり、なかでも部分肉・冷凍肉の製造業が約5千6百億円（全国の27%の割合）、加工卵・食鳥処理加工等の畜産食
料品製造業が約3千7百億円（全国の33%の割合）であるなど、畜産業との結びつきが高い傾向。

■ 食品産業の健全な発展を図るため、改正食料・農業・農村基本法（令和６年６月５日施行）等に基づき、原材料調達の安
定化など食品等の持続的な供給のための取組を促進するとともに、輸出拡大や事業の海外展開により「海外から稼ぐ
力」を強化。

（食品産業の健全な発展）
第20条 国は、食品産業が食料の供給において果たす役割の重要性に鑑み、その健全な発展を図るため、環境への負荷の低減及び資源の有効利
用の確保その他の食料の持続的な供給に資する事業活動の促進、事業基盤の強化、円滑な事業承継の促進、農業との連携の推進、流通の合理
化、先端的な技術を活用した食品産業及びその関連産業に関する新たな事業の創出の促進、海外における事業の展開の促進その他必要な施
策を講ずるものとする。

（農産物の輸出の促進）
第22条 国は、農業者及び食品産業の事業者の収益性の向上に資するよう海外の需要に応じた農産物の輸出を促進するため、輸出を行う産地
の育成、農産物の生産から販売に至る各段階の関係者が組織する団体による輸出のための取組の促進等により農産物の競争力を強化すると
ともに、市場調査の充実、情報の提供、普及宣伝の強化等の輸出の相手国における需要の開拓を包括的に支援する体制の整備、輸出する農産
物に係る知的財産権の保護、輸出の相手国とのその相手国が定める輸入についての動植物の検疫その他の事項についての条件に関する協議
その他必要な施策を講ずるものとする。

食料・農業・農村基本法（平成１１年法律第106号）(抄)

農業・食品関連産業の国内生産額（2023年） ※概算
資材供給産業等

5.6兆円

（0.5%）

（参考）
農林漁業 食品製造業 関連流通業 外食産業 全経済活動

1,160兆円
（100%）

農業・食品関連産業  124.7兆円（10.1%）

食品産業105.8兆円（9.1%）

13.3兆円
（1.1%）

40.3兆円
（3.5%）

38.9兆円
（3.4%）

26.6兆円
（2.3%）
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・第２次公募準備中（公募期間 ６月12日～７月15日）
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第２次公募期間中（４月30日～５月29日） 公募時期未定（調整中）
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第２次公募期間中（５月７日～６月６日）

事業実施主体により研修会の開催等を随時実施中
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中堅企業等支援施策について

九州経済産業局
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中堅企業等支援施策について（九州経済産業局）
九州経済産業局では、各種支援策を活用して、九州地域の中堅企業が国内での投資や事業を拡
大し、持続的な賃上げ等を実現するための支援に取り組み、九州経済の好循環創出に繋げてい
く。

1次公募において(株)正興電機製作所のひびきの新拠点プロジェ
クトが採択
・北九州学術研究都市内にひびきの研究開発センター (仮称) 建設
✓ 同社事業成長の柱「DX・GX」の加速、「オープンイノベーション」の促進を行うことで新たな
事業・製品の創出による事業拡大を目指す。

✓ 産学官連携での最先端の製品・技術開発を行うための研究開発拠点整備事業。

令和6年度事業において株式会社タカギ（北九州市）、株式会
社アステック入江（北九州市）など10社の新事業展開を支援
・ワークショップ※や専門家派遣等による支援
※ 新事業展開で必要な要素をプログラム化し、支援ネットワークにて人材育成及び
事業創造の観点で支援。

プラットフォーム構築支援
（新事業展開支援）

成長投資支援
（中堅・中小企業の賃上げに
 向けた省力化等の大規模
成長投資補助金)

地域未来投資促進税制
地域経済牽引事業計画に従って建物・機械等の設備投資を行う場合に、
法人税等の特別償却（最大50％）又は税額控除（最大６％）を適用。

税制措置支援
（中堅企業枠の創設）

（株）正興電機製作所HPより

29 



九州地方整備局



○建設業者によるICTを活用した生産性向上策への積極的取組み、ICTを活用した施工管理を担う人材育成が待ったなしの課題

○特定建設業者はもちろん、その他の建設業者についても、経営規模等に応じたICT化への取組みが不可欠

○建設業のICT化の実現には、建設業者だけでなく、発注者・工事監理者・設計者等の理解が不可欠

○建設業者間での共同での新技術の開発・研究の促進による、さらなる技術開発推進が必要

○工事現場においてICTを活用しやすくなるよう、発注者も通信環境の整備について協力

○i-Construction2.0の推進も含めた建設業全体のICT化を推進し、省力化による生産性向上・建設業の魅力向上を実現

建設現場管理のデジタル化の推進事業

お問合せ先：国土交通省 不動産・建設経済局 建設業課（03-5253-8277）

【建設現場へのICT導入にあたり、建設業者が留意すべきポイントと事例】

＜留意点(例)＞

✓ 工種・工程・要求精度に見合った最適な機器の選定

✓ ICT活用による技術者の兼任制度活用とのシナジー

✓ 下請業者等との連携・協働

✓ 技術者や技能者の技能向上

ウェアラブルカメラ 3Dレーザースキャナー

ICT指針の概要

【バックオフィスに関するICT活用のために取り組むべきこと】

• 元請・下請間の書類等のやり取りの合理化

• CCUS、建退共電子申請方式の積極的活用

• 電子契約等の積極的活用

※国・自治体は、公共工事における

ASPの積極的活用、書類の簡素化が必要

国交省調査（ R6d ）

６．GX・DX

中堅・中小企業

⚫ 「地域の守り手」である建設業の持続可能な発展のため、現場管理の効率化・生産性向上に資する建設業
のICT化が不可避の状況となっているが、建設業のICT化は不十分な現状。

⚫ 令和６年６月に成立した「建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を
改正する法律」において、ICT活用の適切かつ有効な実施を図るための指針を作成することとされた。
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中堅・中小建設企業の海外進出支援業務

⚫ 各種セミナーの開催、海外事業計画策定支援、海外訪問団などの施策実施や、中堅・中小建設企業や政
府関係機関・金融機関等からなる中堅・中小建設企業海外展開促進協議会(JASMOC)の運営を通じ、
海外進出に必要な情報・課題の共有や現地企業とのビジネスマッチングを提供することで、中堅・中小建設企
業等の海外進出を支援します。

予算額 令和７年度予算額：0.8億円の内数

概  要 ①各種セミナーの開催
✓海外進出に向けた戦略・事業計画策定のポイントをお伝えする海外事業計画策定支援セミナー、現地共同研究や

新たなビジネスパートナーをつくる機会を提供する海外大学連携技術紹介セミナー、各地域で開催する海外進出セ
ミナー、リスク管理セミナー等、JASMOC会員企業のアンケートや有識者の意見を踏まえて各種セミナーを開催。

②海外事業計画策定支援の実施
✓ 各社における海外進出の戦略立案から事業計画に落とし込むまでの一連のプロセスを、中小企業診断士を中心とし

たアドバイザーとの個別面談を通して支援。

③海外訪問団の実施
✓ 対象国に中堅・中小建設企業からなる訪問団を派遣。相手国政府との意見交換会、現地JICA等からのブリーフィ

ング、現地企業・日系企業とのビジネスマッチングや、現場見学等を実施。

④中堅・中小建設企業海外展開促進協議会（JASMOC）の運営
✓ 業界団体、中小企業診断士、政府関係機関・金融機関等の支援機関等と連携し、海外進出に役立つ情報の提

供や企業紹介シートを通じた企業のPR等を実施。

お問合せ先：国土交通省 不動産・建設経済局 国際市場課（03-5253-8280）
E-mail:hqt-kokusai01@gxb.mlit.go.jp

●協議会構成 会員 ：中堅・中小建設企業 287社
（令和７年１月１日現在） 支援機関等 ：業界団体、政府関係機関、金融機関(地銀・信金)等 １２４団体

運営委員 ：【委員長】草柳俊二 (東京都市大学客員教授)、有識者６名 計７名

中堅・中小企業

５．海外展開
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研究開発事例等の周知・広報

⚫ 土木研究所（土木研）では、中堅企業等に対し、研究成果の普及促進を目的として、技術展示会である
土研新技術ショーケースを開催しています。

⚫ 土研新技術ショーケースでは、土木研の研究成果の普及促進を目的として、研究成果を社会資本の整備や
管理に携わる幅広い技術者に、講演とパネル展示で紹介するとともに、開発技術に関する相談に応じています。

土研新技術ショーケースの様子

お問合せ先：国立研究開発法人土木研究所 企画部 研究企画課（029-879-6751）
E-mail:kikaku@pwri.go.jp

中堅・中小企業

開催日 開催地 開催方法

令和６年９月26日 東京 対面・オンライン開催

令和６年10月31日 新潟 対面・オンライン開催

令和６年12月12日 名古屋 対面・オンライン開催

令和７年１月30日 広島 対面・オンライン開催

令和6年度 開催実績

４．イノベーション
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

交通・観光・物流分野における
中堅企業等支援の取組について

九州運輸局
令和７年５月
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地域公共交通確保維持改善事業

⚫ 「交通空白」解消に向けた日本版・公共ライドシェア等の取組強化や、多様な地域の関係者による連携・協
働の取組、MaaS等の交通DX・GX推進、運転手等の人材確保、ローカル鉄道の再構築等に係る支援によ
り、地域交通のリ・デザインを全国的に展開する。

お問合せ先：国土交通省 総合政策局 地域交通課（03-5253-8536）

中堅・中小企業

予算額 令和６年度補正 ３２６億円、令和７年度 ２０９億円

事業イメージ

●交通DX・GXによる省力化・経営
改善支援

●交通分野における人材確保支援

●ローカル鉄道再構築

●地域公共交通再構築事業
（社会資本整備総合交付金）
EV車両・自動運転車両などの先進
車両導入支援

●「交通空白」解消等リ・デザイン全面展開プロジェクト

・地域の多様な主体の連携・協働による「共創」
実証運行、MaaSの広域化等支援

・「『交通空白』解消・官民連携プラットフォーム」
パイロットプロジェクト推進
（官民連携、地域間連携、モード間連携の広
域的解決モデルを横展開）

●生活の基盤となる地域公共交通の
維持確保 等

・「交通空白」の課題がある自治体において、都道府
県が先導する場合も含め、公共/日本版ライドシェ
ア導入等を総合的に後押し
（調査・計画策定・合意形成、実証運行に係る
車両・システム・運行費等の支援）

地域の足：「かなライド」

クレカタッチ決済 軌道強化による高速化

EVバス充電施設の設置

補助率 ２/３、１/３等 手続スケジュール 最寄りの地方運輸局等にお問い合わせください。

１．資金調達・設備投資
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予算額
令和６年度補正予算 地方誘客促進によるインバウンド拡大事業  80億円の内数
事業スキーム
インバウンド向けに、以下類型①～③のいずれかを満たす特別性のある体験商品造成であること。
なお、以下の類型①～③を組み合わせたコンテンツ造成も可。
補助対象
民間事業者、地方公共団体、観光地域づくり法人（DMO）等
補助率
1,000万円定額に加え、1,000万円を超える部分については8,000万円まで補助率１/２を支援

  最低事業費：1,500万円（最低自己負担額250万）

成果目標
地域への経済波及効果の高い観光コンテンツを集中的に造成し、地方創生に繋げる

【①プレミアム型】

特別な機会を活用したより高単価な体験商品で

あるもの

地方創生プレミアムインバウンドツアー集中展開事業

⚫ 地域においてより効果的に観光消費を拡大し、地域へインバウンドの経済効果を波及させる観点から、自然、
文化、食、スポーツ等の我が国が誇る地域の観光資源を活用し、より高単価な特別体験商品の造成を支援。

【③規制改革型】

未公開エリア開放や早朝・夜間の活用など規

制緩和を行った上、造成される高単価な特

別体験商品であるもの

【②コト消費×モノ消費型】

希少性の高い体験コンテンツ（コト消費）と高付加

価値な地域産品・工芸品等の購入（モノ消費）を

組み合わせたツアーであり、地域への高い経済波及

効果が期待されるもの

例）
通常飲食不可の特
別名勝での茶懐石
体験

例）
国指定伝統工芸品のグラ
ンドマスターとの交流・工
房見学

例）
国際スポーツ大会での選
手との特別交流も含む特
別観覧席の設置

お問合せ先：観光庁観光資源課、国際観光課 電話番号（03-5253-8924、03-5253-8923）
E-mail:hqt-premium-tour@gxb.mlit.go.jp

中堅・中小企業

５．海外展開
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⚫ インバウンドの更なる増加に伴い、消費額の拡大や地方誘客の促進を図りながら、高い経済効果を全国に波
及させる必要。

⚫ 全国の観光地における個々の観光スポットや広域的な周遊に係る一体的な環境整備の取組等を支援する。

ICT等を活用した観光地のインバウンド受入環境整備の高度化

インバウンド受入環境高度化事業

【補助メニュー例】（全２０項目）
• 多言語化、公衆無線Wi-Fi、
キャッシュレス、トイレ洋式化等
の基礎的な受入環境整備
• ワーケーション環境の整備、
ＩＣＴごみ箱の設置、
多様な移動手段の導入等
• ナイトタイムエコノミー、
廃屋撤去等の賑わい環境の創出
• 段差の解消、子連れ環境の整備等
のユニバーサル対応支援

令和７年度予算額 約18.7億円の内数

事業スキーム

インバウンドの周遊促進・消費拡大に向けて、観光地等
の面的な受入環境整備の高度化を支援

補助率1/2等 ※廃屋撤去補助のみ上限5,000万円

インバウンド安全・安心対策推進事業 令和７年度予算額 約18.7億円の内数
（令和６年度補正予算額 158.2億円の内数）

事業スキーム

観光施設等の避難所機能・多言語対応機能の強化、
医療機関の訪日外国人患者受入機能の強化を支援

補助率1/2

イメージ図

多言語対応AED 非常用電源装置の整備

お問合せ先：観光庁参事官（外客受入担当）付 （03-5253-8972）

中堅・中小企業

５．海外展開
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モーダルシフト等推進事業

イメージ図

予算額
1.1億円
（令和６年度補正予算額0.7億円＋令和7年度当初予算案額0.4億円） 

事業スキーム

(1)物流効率化法に基づく総合効率化計画策定のための調査事業
上限総額500万円（定額・上限200万円 ＋ 最大1/2・上限300万円※）

(2)物流効率化法の総合効率化計画に基づき実施する事業
上限総額1,000万円（最大1/2・上限500万円 ＋ 最大2/3・上限500万円※）

※省人化・自動化に資する機器導入等の計画、実際に当該機器を用いて運行する場合の

補助上限と補助率

成果目標
物流分野の労働力不足に対応するとともに、温室効果ガスの排出量を削減し
カーボンニュートラルを推進するため、物流効率化法の枠組みの下、荷主・物流
事業者を中心とする多様な関係者と連携したモーダルシフト等を推進する。

お問合せ先：国土交通省物流・自動車局 物流政策課（03-5253-8799）
E-mail:hqt-logistics_dxgx@gxb.mlit.go.jp

中堅・中小企業

６．GX・DX

モーダルシフト等推進事業

⚫ モーダルシフト等の物流効率化の取組について、①物流効率化法に基づく「総合効率化計画」の策定経費
（協議会の開催等）や、②「認定総合効率化計画」に基づくモーダルシフトやトラック輸送の効率化（幹線
輸送の集約化、中継輸送、共同配送、貨客混載等）に関する事業の初年度の運行経費に対して支援。

⚫ ①、②のうち、省人化・自動化機器の導入等の計画策定や実際に当該機器を用いた運行には、補助額上
限の引上げ等を実施。
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